
再 再 反 論 書 

 

2021 年 2月 22日 

審理員 二井俊充 様 

遠藤保男 外 104人 

別表を付します。 

 

2019年 7月 3日付けで長崎県収用委員会が 2019年 5月 21日付けでなした二級河川川棚

川水系石木ダム建設工事並びにこれに伴う県道、町道及び農業用道路付替工事に係る権利

取得裁決及び明渡裁決（以下「本件処分」という。）に関する審査請求を提出した。 

2020 年 1月 7日付で長崎県収用委員会会長梶村龍太氏による弁明書副本と、反論書等の

提出に関する書類の送付を受け、2020 年 3月 31日付で審理員 谷中謙一氏宛に反論書を

提出した。 

2020 年 9月 9日、審理員矢吹尚子氏より、長崎県収用委員会会長梶村龍太氏による再弁

明書（副本）を受けると共に、再反論書提出の意思ががあるならば、2020年 10月 9日を

期限とする旨の通知を受け、2020年 10月９日付で審理員矢吹尚子氏宛に再反論書を提出

した。 

2021 年 1月 20日付で審理員二井俊充氏より、長崎県収用委員会会長梶村龍太氏による

再々弁明書（副本）と共に再再反論書提出の意思ががあるならば、2021年 2月 22日を期

限とする旨の通知を受けた。よって、再再反論書を提出する。 
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記 

 

1. 再再反論の趣旨 

「本件処分を取消す。」との裁決を求める。 

 

2. 再再弁明書への反論（＝再再反論） 

1） 「（1）事業計画の適否の判断に係る収用委員会の立場」への反論 

再再弁明は、本件収用明渡裁決が持つ効果＝「収用対象物権利者が受ける謂われなき排除」を

直視していない。 
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１） 収用期日を過ぎれば、地権については、法務局にて所有権移転登記することで

収用完了。所有権が地権者の同意なしに剥奪される。 

２） 明渡し期日を過ぎても退去、撤去を拒んでも、長崎県知事への代執行請求権が

起業者に付与されている。 

３） 長崎県知事は起業者からの代執行請求を受けることで、代執行により家屋等を

取り壊して排除する。居住者を物理的に排除する。 

本件収用明渡し裁決は、①収用対象地の地権者と同居者の意志に反して、起業者の目的

遂行に向けての上記の全権利を起業者に付与するものであること、②その意味を全く考

慮していない事業認定申請以降の行政処分はすべて、「人権を甚だしく侵害していること」

を捨象した、違法処分である。 
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 石木ダムの治水目的はすべてが破綻している。 

2005年川棚川水系河川整備基本方針策定時に、当時の河道の氾濫想定区域面

積を対象とせずに、全体計画策定当時（1975年当時）の河道の氾濫想定区域面

積を採用して、治水目標を 1/100としている。本来であれば、河川法が改正さ

れて、従前の計画を見直した上で川棚川水系河川整備基本方針と川棚川水系河

川整備計画を策定するのであるから、策定当時の河道状況を踏まえて治水目標

を定めるのが当然であった。その見直しをしていれば、河道状況がその 30年前

と比して遙かに改善されていたので、氾濫想定区域面積が縮小し、治水目標は

1/50が採用されていたはずである。治水目標が 1/50 であれば、石木ダムの治

水目標は消滅する。長崎県は、「川棚川水系の治水は『ダムと河道整備の組合せ』

ときめて進めてきたので、変更できない。」「河道状況の改善が進んだことを理

由に治水方針を変更すると、ダムを治水策として使えなくなる」としてきたの

である。 

「川棚川水系の治水は『ダムと河道整備の組合せ』以外にはあり得ない」は

長崎県のきわめて恣意的な選択でしかない。「治水方針の見直し拒否」「石木ダ

ムありき」そのものであり、許されることではない。このように身勝手なこと

に、13世帯ができるわけもなく、強制排除することは断じて許されることでは

ない。 

さらに、①長崎県自身が、「現状においても石木ダムなしで戦後最大の洪水

に対応できている」としていること、②1/100とする流量 1,400m3/秒の洪水が

襲来しても、山道橋下流であふれることはないこと、③1/100とした流量

1,400m3/秒という数値の算出方法は科学的に誤っていて、流量 1,400m3/秒は 700

年から 1000年に 1回の洪水流量であること、④いまさら石木ダムで山道橋下流

域を「1/100とする流量 1,400m3/秒」対応とする事業の費用便益は 18％程度し

かないことを長崎県が認めていること、など石木ダムが治水上必要ないことは

明らかなのである。 

石木ダムが「治水上役を果たすことのできない不要物」であるにもかかわら

ず、「必要」として長崎県が挙げている理由は、すべてが現実を直視しない、「石

木ダムありき」のでっち上げであることはもはや、周知の事実である。 

 

 石木ダムの利水目的はすべてが破綻している。 

佐世保市は、「佐世保市民がいついかなる時でも水道を享受できるように」

としているが、その目的で土地収用法を適用する（＝ダム事業地の自然を破壊

し、住民を強制排除する）のはあまりに身勝手なことである。「石木ダムへの
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水源開発ができないと、佐世保市民が水不足で命の危機にさらされていて、そ

れを救うには石木ダムへの水源開発以外に手立てがない」という状況なのか？

という問題である。少なくとも、「石木ダムへの水源開発が経済的に最も優位」

などというのでは、「石木ダムに関わる補償金を支払って、事業地住民を排除

する方が経済的に優位」と同意であり、13世帯の存在をあまりに低く評価して

いる。 

水道で言う「水源不足」は、「保有水源水量（m3/日）＜計画取水量（m3/日）

（＝水需要をまかなうに必要な水量）」の状態を指す。 

佐世保市は 2019年度再評価において、保有水源水量実態 105,500m3/日を

77,000m3/日と約 3万 m3/日少なく評価し、水需要は逆に一日最大給水量実態約

75,000m3/日が 106,000m3/日へと約 3万 m3/日近く上昇して、計画取水量は

117,000m3/日としている。「計画取水量 117,000m3/日に対して保有水源量は

77,000m3/日であるから、40,000m3/日の水源開発が必要。よって、石木ダムへの

4万 m3/日の水源開発が必要」としているのである。なぜ、これほど実態にそぐ

わない無理な（＝不合理な）こじつけをしてまで石木ダムにこだわるのか、佐

世保市は誰もが納得がいく説明する責任を果たさなければならない。 

以上の人権侵害を内包している、①「話合い促進のため」と詐称した事業認定申請、②

事業認定申請の誤りに知らん顔を通しての事業認定、③事業認定で認定した事業計画と現

実との甚だしい乖離、これらすべてを捨象した上での事業認定効果を具現化した収用明渡

し裁決は違法であり、無効である。 

2） 再再弁明書に記載されている回答への反論  

 
以下、再反論書に記載した質問にそって、再再弁明書に記載されている回答、それへの

反論（要請）を記載する。 

 

【回答】 承知していない。 

以下、反論 

 「上記①から⑩の事実」とは、長崎県が事業認定申請を事業反対地権者を窮地に

追い込むツール（＝土地収用法の補償額は少ないから今のうちに地権譲渡に応じ

ないと損するぞ、と追い込んで合意を強いる）として用いてきた状況を明らかにした

ものである。 

 事業の必要性に合意形成をはかることを徹底的に拒否し続け、「地権を譲らないと

損をするぞ。」と脅して、地権譲渡を得ることだけを目的に、長崎県は事業認定申

請を行ったことは明らかである。きわめて悪質な、説明責任放棄の事業認定申請

であった。 
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【回答】 上記回答より回答不要 

 
【回答】 収用委員会とは関係ない。 取り消さない。 

以下、反論 

 なぜ、関係ないと言えるのか。 

 収用明渡し裁決を出さなければ、13 世帯から生活の場を奪う権利を起業者（長崎

県と佐世保市）に与えることはなかった。①で記述したように、起業者（長崎県と佐

世保市）は、説明責任を当初から放棄し、脅しのツールとして事業認定申請を利用

したのである。この事実は土地収用法の精神を大きく外れた違法行為である。この

事実を考慮していない収用明渡し裁決は無効である。 

 

【回答】 「説明行為はなかった」ということである。審査請求人 らからはそのような問い合

わせを受けたという記録はない。 

以下、反論 

 それでは、H23 年当時の長崎県による資料（下に掲載する）の真偽を確認された

い。 

 

【回答】 長崎県土木部用地課によると台帳が残っている昭和 45 年度から令和元年度ま

での 50 年間で､石木ダムを除く県事業の実績は､事業認定を受けたものが 115 事業､この
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うち､裁決申請をしたものが 44 事業 64 件である。 このうち、取り下げが 23 件、和解が 2

件で、裁決に至ったものが 39 件である。また、代執行請求したものが 7 件、代執行に至っ

たものが 5 件である（2 件は取り下げ)。 

以下、反論（要請） 

 上記実績の中で、石木ダム 13 世帯のように、居住民排除を必要としていた事業

数・件数・各事件ごとの人数を示されたい。 

 
再反論書では「佐世保市が 2019年度予測において、事業認定処分で拠所にしていた佐

世保市による 2012年度水需要予測の過ちを認めているのであるから、その前になされた収

用明渡裁決は取消されるのが当然である」を再確認した上で、認否と意見を再度求めた。

それへの回答＝再再弁明は、「収用委員会審理に関係ない事項。事実関係については確認し

ていない不知  意見を述べる立場にない。」であった。  

以下、反論 

この再再弁明は、事業認定後にその処分が過ちであることが明白となった事実（＝

2012 年度再評価手法の誤り）を「収用委員会審理に関係ない事項。事実関係については

確認していない不知。意見を述べる立場にない。」として切り捨てるのは、収用委員会本

来の役割である「事業認定後に生じた問題への対応」の放棄である。この再再弁明によ

り、「収用委員会は対象地権者の生活の場を奪う最終手続きを担っていることを自覚して

いない」ことが再確認できた。石木ダムを必要としている理由が嘘とごまかしで塗りた

ぐられている事実を見ることなくなされた収用明渡し裁決は、違法であり、無効である。 

 

 
この問題は、【弁明書 4-2-ウ】の下記記載に起因している。 

「なお、石木ダム事業認定処分取消請求事件（平成 27年（行ウ）第 4号）に 

関し、平成 30年 7月 9日付けの長崎地方裁判所の判決は、次のように判示 

し、事業認定処分は適正と認め、事業認定処分の取り消しを求めた原告らの 

請求を棄却している。 

（ア）本件事業が法第 20 条第 3 号の要件を充足すると判断した事業認定 

庁に違法の点はない。 

（イ）本件事業について、土地及び漁業権を収用し、又は使用する公益上 

の必要性があり、法第 20 条第 4 号の要件を充足するとした事業認定 

庁の判断が合理性を欠くものということはできない．」 

 

事業認定取消訴訟長崎地裁判決「取消請求棄却」を弁明書に取り上げた（上記【弁明

書 4-2-ウの記載】）理由等について、反論書と再反論書で説明を求めた。再再弁明書で

下記趣旨の弁明を記載している。 
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以下、反論 

 

 

 

 

 
弁明書の上記【弁明書 4-2-ウ】で、地裁判決と判示が紹介され、当方の主張は紹介さ

れていなかった。長崎県収用委員会には偏向と何らかの潜在意識があると認識せざるを

得ないことから、反論書で「本件・収用明渡を扱った収用委員会成り立ちの問題」を記

載した。再弁明書には認否と意見が記載されていなかったので、再反論書で認否と意見

を求めた。再再弁明書に下記趣致の認否と意見の記載があった。 

【回答】 

 

 
 

以下、反論 

 

 

 

3） 「（3）再反論書における審査請求人らの意見に対する反論」について 
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【回答】 

 

 

 

以下、反論 

 

 

 

【回答】 

 

 

 

以下、反論 
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【回答】 

 

 
以下、反論 

 

 

3. まとめ 

 

 

 

 

 

 


